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七　澤　利　明

国総研資料第 1174 号「道路橋における基礎の施工法と設計法の変遷」1）が 2021 年 10 月に発刊された。
同資料では，道路橋の基礎に関する各工法の開発・改良の変遷と対応する設計法の変遷について，技術の
進展，社会情勢の変化および災害等による損傷の経緯と関連づけて整理するとともに，その目的やねらい，
今後の動向について報告している。現在は，膨大なインフラストックの合理的な維持管理が重要な課題と
なっており，各年代における技術の特長や問題点を把握することは維持管理を適切に行っていく上で重要
となる。本稿では同資料の概要について紹介する。
キーワード：  道路橋，基礎，施工法，設計法，変遷

1．はじめに

基礎の施工技術は，明治以降，外国からの導入によ
り発展してきた。昭和に入る頃から技術の国産化が始
まり，第二次世界大戦後，高度成長期からは増大する
インフラ整備の需要に応える形で，施工能率や能力の
向上を目的とした技術の改良が急速に進むとともに，
軟弱地盤，山岳部の傾斜地など厳しい地形・地質条件
に対応するための新たな基礎工法の開発や改良が進め
られた。また，産業の発展とともに顕在化した公害問
題，基礎工法に関しては騒音・振動問題に対応するた
め，新技術の開発や改良が行われた。島国であるわが
国では海洋架橋が重要な国土基盤であり，本四架橋に
代表される海洋架橋プロジェクトの中で，基礎工法の
技術改良や新たな工法の開発も行われた。

このような施工技術の発展や新工法の開発に合わせ
て設計法の整備も行われてきた。設計法に関しても，
杭基礎の変位法や斜面上の安定照査法などわが国の厳
しい地形・地質条件に対応した設計法が世界に先駆け
て開発され，設計基準に反映されてきた。また，わが
国は世界でも有数の地震国であり，地震被害に対応し
た基準の整備・改定もたびたび行われ，対応する形で
基礎の構造も強化されてきている。なお，道路橋示方
書は道路橋を対象とした技術基準であるが，基礎に関
する基準や便覧は道路橋だけでなく，河川施設，上下
水道施設や農業施設など様々な土木施設の基礎の設
計・施工で用いられている。

現在は，膨大なインフラストックをいかに合理的に

維持管理していくかが社会的に重要な課題となってい
る。維持管理の対象となる構造物基礎の多くは過去の
施工法や設計法により構築されており，各年代におけ
る技術の特長や問題点を把握することは維持管理を適
切に行っていく上で重要となる。そこで，国総研資料
第 1174 号では，道路橋の基礎に関する各工法の開発・
改良の変遷と対応する設計法の変遷について，主とし
て戦後の高度成長期以降を対象として，技術の進展，
社会情勢の変化および災害などによる損傷の経緯と関
連づけて整理したうえで，現在用いられている技術が
どのような目的やねらいにより開発・改良されてきた
かをまとめている。また，現在の社会情勢や基準の動
向を踏まえた今後の基礎の技術開発の方向性について
示している。

以降では，同資料に示す内容のうち，基礎形式の分
類と選定の推移のほか，代表的な基礎形式である杭基
礎とケーソン基礎の施工法の変遷，今後の動向等につ
いて紹介する。

2．基礎形式の分類と選定の推移

基礎形式の分類を図─ 1 に示す。基礎は，支持層
の深度に応じて浅い基礎（直接基礎）と深い基礎に大
別され，深い基礎は杭基礎と柱状体基礎に区分され
る。直接基礎に関しては，掘削深度が浅いため一般に
特殊な施工技術を要さない。一方，深い基礎に関して
は，深い支持層までどのように地盤を掘削し構造体を
構築するかという施工の方法が技術開発の根幹であ
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り，設計法は開発された施工法に付随する形で整備さ
れてきた。ただし，基礎本体の周囲の地盤抵抗により
安定を確保するという点は施工法によらず共通である
ことから，開発当初は工法毎に整備された設計法も基
準の改定を経る中で統一化が図られ，最新の基準では
直接基礎，杭基礎と柱状体基礎（ケーソン基礎，鋼管
矢板基礎，地中連続壁基礎，深礎基礎）の 3 系統に設
計計算モデルが収斂している 2）。一方で，施工の方法
によって周囲の地盤のゆるみや乱れの程度等が異なる
ことから，支持力推定式等は工法による違いを考慮し
て定められている。

基礎形式の選定割合の推移を図─ 2 に，杭基礎に
おける各工法の選定割合の推移を図─ 3 に示す 3）。図
─ 2 より，杭基礎や深礎基礎が増加傾向にある一方，
直接基礎やケーソン基礎は減少傾向にあることが分か
る。直接基礎の減少は，橋梁の長大化や設計基準の改
定に伴い，設計で考慮する荷重が増加していることが
影響しているものと考えられる。一方，ケーソン基礎

は各種杭工法の大口径化や他の柱状体基礎工法の開
発・導入に伴い減少し，深礎基礎は斜面での設計法開
発や大口径化などに伴い増加したものと考えられる。
図─ 3 からは，騒音・振動規制への対応として打込
み杭工法（打撃工法）が減少し，場所打ち杭工法や埋
込み杭工法といった低騒音・低振動型工法に移行して
いる傾向が確認できる。また，近年では回転杭工法の
採用が増加している。

基礎の設計・施工に影響を及ぼした主なトピックス
と基礎工法，道路橋の基準の変遷について表─ 1 に
示す。

3．施工法の変遷

（1）杭基礎
（a）既製杭
木杭は古来より用いられてきた基礎材であり，明治

以降の近代化以前は杭といえば木杭を指していた。材
料は松材が主である。木杭を打撃により貫入する工法
が戦前および戦後しばらくの間は主流であったが，戦
時中に燃料確保のための乱伐が進み森林が荒廃したた
め，洪水抑制といった国土の保全や木材資源の枯渇防
止の観点から 1955 年（昭和 30 年）に「木材資源利用
合理化方策」が閣議決定され，以降は木杭の利用が終
息していった。ただし，1968 年（昭和 43 年）に発刊
された道路橋下部構造設計指針：くい基礎の施工篇 4）

では木杭に関する規定があり，1960 年代までは一定
程度用いられていた。

この木杭に変わり，1934 年に製造が始まった既製
コンクリート杭である RC 杭の利用が拡大した。RC
杭の利用拡大には，1950 年代におけるディーゼルハ

図─ 1　基礎形式の分類

図─ 2　基礎形式選定割合の推移 3）

図─ 3　杭工法選定割合の推移 3）



11建設機械施工 Vol.74　No.8　August　2022

表
─

1　
基

礎
工

法
の

変
遷



12 建設機械施工 Vol.74　No.8　August　2022

ンマの導入や JIS 規格化も影響している（表─ 1）。
ディーゼルハンマはそれまでのスチームハンマに比べ
て打撃能力が高く，杭の長尺化や大口径化が可能と
なった。長尺化により支持層深度が深い場合にも支持
杭とすることが可能となった。

RC 杭は運搬時や打撃貫入時にひび割れが生じる問
題があったことから，ひび割れを防ぐため杭体にプレ
ストレスを導入した PC 杭が 1962 年に開発され，そ
の後利用が拡大した。ただし，PC 杭においても打撃
貫入時にひび割れが生じる問題があったため，
800 kgf/cm2 と高強度のコンクリートを用いた PHC
杭が 1970 年に，また外殻に鋼管を用いた SC 杭が
1972 年に開発された。現在も道路橋基礎ではこの
PHC 杭と SC 杭が基準に規定され用いられている。

高度成長期における経済成長に伴って 1960 年代か
ら公害が次第に社会問題化し，杭の打撃作業について
も 1968 年の騒音規制法制定や 1976 年の振動規制法制
定などに伴い規制がかけられた。このため，ディーゼ
ルハンマでは防音カバーが開発・普及する一方，ディー
ゼルハンマと比べて低騒音で油煙の飛散がない油圧ハ
ンマが 1980 年代に実用化された。現在では油圧ハン
マが主流となっている。ただし，騒音・振動による影
響は依然として残ることから，都市部での適用は困難
となった。

こうした打込み杭の打撃工法に代わり，低騒音・低
振動で施工できる埋込み杭工法の開発や普及が進ん
だ。既製コンクリート杭では，杭体の内空を利用して
掘削・沈設する中掘り杭工法や，掘削孔内に杭体を沈
設するプレボーリング杭工法が 1960 年代以降に開発・
適用された。中掘り杭工法では，支持力確保のための
先端処理が異なる 3 つの方式がある。ハンマなどの打
撃による方式（最終打撃方式），杭先端部にセメント
ミルクを噴出攪拌して根固めを築造する方式（セメン
トミルク噴出攪拌方式）および杭先端中空部にコンク
リートを打設する方式（コンクリート打設方式）であ
る。また，プレボーリング工法では，建築分野におい
て先端部に拡大根固めを築造する方式があるものの，
道路橋では拡大しない根固めを築造する方式が多く用
いられており，現在では土木施設を対象として仕様や
施工管理方法を統一化した工法（COPITA 型プレボー
リング杭工法）が標準的に適用されている。現在では，
打込み杭打撃工法のほか，中掘り杭工法やプレボーリ
ング杭工法が基準に規定され用いられている。

一方，鋼杭に関しては鋼管杭や H 形鋼杭があるが，
水平力に対して断面抵抗が有利なことや先端閉塞によ
る支持力への効果などから，道路橋では鋼管杭が通常

用いられている。鋼管杭の基礎への適用は 1954 年が
最初であり，当初は打込み杭の打撃工法が主体であっ
た。その後，騒音・振動規制への対応から中掘り杭工
法が開発・適用された。また，打込み杭工法の一つで
あるバイブロハンマ工法も，低騒音・低振動型の工法
として同時期に実用化されている。また，1987 年に
は，高い支持力のほか排土量が削減できる埋込み杭工
法として，ソイルセメント柱内に突起付き鋼管を沈設
する鋼管ソイルセメント杭工法が実用化された。鋼管
ソイルセメント杭工法には，地盤の掘削・ソイルセメ
ント柱造成と鋼管の沈設を同時に行う同時沈設方式
と，地盤の掘削・ソイルセメント柱造成後に鋼管の沈
設を行う後沈設方式がある。2000 年代に入ると，先
端部に羽根を有する鋼管杭を回転貫入することによ
り，低騒音・低振動を実現しつつ排土処分が不要とな
る回転杭工法が実用化された。近年では鋼管ソイルセ
メント杭工法や回転杭工法の実績が増加している。ま
た，硬岩レベルの硬い岩盤層を支持層とする場合に
は，ダウンザホールハンマを用いた中掘り杭工法が適
用される。

このように既製杭工法の開発が進むとともに施工機
械の改良による能力向上により，杭の大口径化や長尺
化が進んだ。より深い地層への支持が可能となるとと
もに，太く長くなることで杭一本当たりの支持力が増
加し，施工が合理化されてきたと言える。
（b）場所打ち杭
場所打ち杭に関しては，ペデスタル工法が戦前から

戦後しばらくの期間主流となっていたが，ハンマで
ケーシングを原地盤に陥入させる際の騒音・振動の問
題から利用が困難となった。これに代わり，低騒音・
低振動で施工可能なオールケーシング工法・アースド
リル工法・リバースサーキュレーション工法（以下，
リバース工法）が主流となっていった。場所打ち杭工
法の場合，現地盤を掘削した後に鉄筋コンクリートを
打設するため，孔壁が崩れないように保護する方法が
ポイントとなる。オールケーシング工法はケーシング
チューブの回転または揺動圧入により孔壁を保護しな
がら内部土を掘削・排土する工法で，1954 年に導入
された。アースドリル工法は安定液により孔壁を保護
しながらドリリングバケットにより掘削・排土する工
法で，1959 年に導入された。また，リバース工法は
スタンドパイプおよび孔内水で孔壁を保護しながら
ビットで掘削した土砂を泥水とともに排土する工法
で，1962 年に導入された。1968 年の騒音規制法制定
などを境にこれらの工法が主流となり，現在でもこの
3 工法が用いられている。道路橋ではオールケーシン
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グ工法の採用割合が最も多く，平成 26 年度の施工実
績では 97.6％と大半を占めており，次いでリバース工
法，アースドリル工法の順となっている 3）。

場所打ち杭工法においても，施工機械の改良により
掘削能力が向上している。例えばオールケーシング工
法の場合には，開発当初から揺動式の掘削機が用いら
れていたが，1982 年に回転式の掘削機が開発されて
施工可能な条件が大きく広がった。回転式の掘削機で
硬度の高いカッタービットを用いることにより，硬岩
レベルの硬い岩盤層への根入れも可能となっている。
また，施工機械の改良による能力向上により大口径化
が進んだ。既製杭工法と同様に，杭一本当たりの支持
力が増加してきたと言える。

（2）ケーソン基礎
ケーソン基礎は，各種柱状体基礎のうち最も古くか

らある形式である。工法としては，オープンケーソン
工法とニューマチックケーソン工法に大別される。

オープンケーソン工法は，円筒状の鉄筋コンクリー
ト函体（基礎本体）を掘削しながら沈設する工法であ
り，函体沈設後に頂部を頂版で閉合する。バケットな
ど比較的簡単な設備で施工できるため，戦前から
1960 年代頃までは比較的多く採用されていた。ただ
し，バケットではケーソン内空側の地盤のみを掘削す
るため，ケーソン底面（刃先）の地盤抵抗や周面摩擦
により平面寸法や深度に応じて施工時の沈下抵抗が大
きくなるという問題があり，当時の施工技術では一般
に深い深度での施工は困難であった。図─ 4 は，1960
年に完成した橋梁のオープンケーソン基礎で支持され
た橋脚が 2011 年東北地方太平洋沖地震の後に損傷し
架け替えに至った事例 5）で，新旧の基礎を比較した
ものである。新橋の基礎と沈下・損傷が生じた旧橋の
基礎では先端深度が大きく異なっていることが分か
る。

1970 年代以降は採用割合が減ったものの，沈下促
進や機械化施工に関する技術開発・改良が行われ，刃
先を掘削する水中掘削機の適用や圧入の併用等により
大深度での施工が可能となった。また，平面寸法を比
較的小さくできることや狭隘な空間での施工が可能で
あることから，近年，都市部の狭隘な条件で適用され
ている。なお，プレキャストの PC 函体を用いた工法
は PC ウェル工法として狭隘な施工条件の道路橋基礎
等で適用されている。

ニューマチックケーソン工法は，基礎本体の下部に
作業室を設けて圧縮空気を送り，作業室内への浸水や
土砂流入を防ぎながら掘削・沈設する工法である。フ

ランスで開発された工法であり，国内の道路橋では
1923 年関東地震の復興事業で整備された永代橋で初
めて適用された。ケーソン下端にある作業室内の高気
圧下で人力による掘削作業を行うため，減圧症等の高
気圧障害が作業安全上の課題となり，欧米諸国では本
工法が消滅していった。一方，わが国では安全管理規
則の整備や機械化・無人化技術の開発等を通じて高気
圧障害発症率を大きく低下させたことにより，現在で
も本工法が活用されている。また，天井走行型の掘削
ショベルや遠隔操作システムの開発等による掘削作業
の機械化・無人化は，施工の大深度化を可能とすると
ともに施工能率の向上に大きく寄与した。1981 年の
名港西大橋基礎や 1990 年の東京港レインボーブリッ
ジ基礎をはじめ，海中で施工される大型基礎等で無人
化工法が採用されている。近年ではマテリアルロック
とマンロックを一体化して平面寸法を縮小した設備の
開発により，都市部の狭隘な条件での施工も可能と
なっている。

4．基礎工法開発の目的と今後の動向

道路橋で適用されてきた基礎形式・工法について，
これまでの経緯から開発・改良の目的やねらいをまと
めると次のようになる。

①適用範囲の拡大と基礎の性能向上

図─４　神宮橋新旧橋脚基礎の比較
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②施工能率の改善，省力化
③環境負荷の低減
④災害・不具合への対応
⑤施工上の制約条件への対応
⑥作業の安全性の向上
また，今後の社会情勢や基準の動向を考慮した場

合，上記に加えて次の⑦～⑩が基礎工法開発・改良に
際して着目すべき観点としてあげられる。

⑦設計の高度化と連動した工法開発
⑧地質・地盤リスクへの対応
⑨基礎の維持管理・更新のしやすさ
⑩地球環境問題への対応
最後に，国総研資料第 1174 号はウェブサイトから

ダウンロードできる 1）。本稿で紹介した以外の内容や
詳細について知りたい方はダウンロードしてご確認い
ただきたい。
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